
第 1 号議案 平成 29 年度事業報告に関する件 

平成 29 年度 事業報告書 

期間 平成29年4月1日から平成30年3月31日まで 

 
  

事業報告 

  

生活排水対策の大きな部分を占める浄化槽は、設置者である県民一人ひとりの責任にな

っており、浄化槽の維持管理において法定検査の実施が義務付けされているものの、県内

の検査受検率は全国平均を下回っている状況です。 

このような状況の中、当協会は、茨城県知事指定検査機関として浄化槽法に基づく法定

検査を実施するとともに、法定検査の受検率向上、浄化槽の適正な施工や維持管理の徹底

など会員と力を合わせて公益事業の充実・強化に努めました。 

適正な維持管理を担保する浄化槽一括契約システムや法定検査受検率向上促進事業な

ど県民センター・市町村及び支部などと連携し受検率の向上に努めたところ、新規検査の

申し込みが2,562基あり、11条検査の受検率は平成29年度末で38.9％と28年度末（38.0％）

に比べ 0.9 ポイント上昇しました。 

 

１．浄化槽による公共用水域の水質保全事業（公１事業） 
  
（１）浄化槽法第 7 条（設置後等の水質検査）及び第 11 条（定期検査）に基づく検査事業 
 
   ① 検査実績 

  ア．7条検査 

    浄化槽設置後の水質検査（7 条検査）については、計画基数 5,000 基に対し 4,073

基実施しました。 
 
  イ．11 条検査 

    浄化槽の維持管理状況の定期検査（11 条検査）については、計画基数 92,000 基に

対し 90,558 基実施しました。 

    内訳として、検査員が直接行う 11 条検査については、41,000 基の計画基数に対し

て 41,798 基、達成率 101.9％、（この内法定検査受検率向上促進事業等に伴い検査申

込のあった新規の 11 条検査 1,895 基を含む）、嘱託採水員による新 11 条検査では

51,000 基の計画基数に対して 48,760 基（達成率 95.6％）実施しました。 

    この結果、11 条検査の受検率は 38.9％（29 年度 11 条検査対象基数；232,593 基）

となりました。 
 
 区   分 計画基数 実施基数 前年実績 達成率 対前年  

 ７条検査      5,000基     4,073基     4,358基    81.5%   93.5% 

 11条検査 

 (内直接11条検査) 

 （内新11条検査） 

    92,000 

  (41,000) 

   (51,000) 

90,558 

(41,798) 

(48,760) 

   88,979 

  (38,182) 

  (50,797) 

   98.4 

 (101.9) 

(95.6) 

  101.8 

 (109.5)

(96.0)

 計    97,000 94,631    93,337    97.6   101.4  
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② 法定検査受検率向上促進事業 

平成29年度は県内16市町村を対象として、県・市町村・協会の連名により、法定検

査の未受検者に対し、指導文書を発送しました。 

また、過去の受検指導において指導文書が返戻されたものについて、浄化槽台帳の

精査を行い、新たな管理者宛に追加で指導文書を発送しました。 

さらに、県からは湖沼流域26市町村のうち24市町村について、補助を受けて浄化槽

を設置した未受検者に対し、指導文書を発送し、受検申込みの拡大を図りました。   

これらの結果、2,562件（申込率9.0％）の新たな受検申込があり、法定検査の受検

率向上につなげることができました。 

 

  ③ 一括契約推進事業 

       受検率の向上、維持管理の徹底を図る方法として、県で定めた一括契約書（標準

契約書）の積極的な活用に努めました。 

平成29年度に新たに一括契約書を利用することとなった件数は、2,903件（累計

26,701件）で、その内訳として新規設置分が1,728件（累計17,705件）、既存設置

分が1,175件（累計8,996件）でした。 

 

（２）浄化槽法の法定検査等に関する情報の収集・提供事業 
 

① 受託事業 

     浄化槽設置届出書の集計事務等について、県から浄化槽維持管理促進事業を受託し 

浄化槽設置届等のデータ入力等を行いました。 

 

② 新業務管理システム構築事業 

     平成２９年度にシステム機器（サーバー）を更新し、新業務管理システムの円滑な

運用を図りながら、業務の効率化、情報セキュリティの強化を一層推進しました。 

 

③ 検査員の技術向上に向けた研修への派遣 

      平成 28 年度に引き続き、公益財団法人日本環境整備教育センターが開催する実務

セミナー、全国浄化槽技術研究集会、関東甲信越ブロック協議会検査員研修会等に参

加し、検査技術の向上に努めました。 

 

④ 全浄連関係行事への参加 

 (一社)全国浄化槽団体連合会関係の会議、研修会等に参加し、情報の収集に努めま

した。 

 

⑤ 会報の発行 

     会報「水環境いばらき」第９号、第 10 号を発行し、浄化槽に関する行政の動向や

協会の活動状況等を掲載し会員及び行政等に対して情報提供しました。 
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（３）浄化槽の適正な維持管理等に関する普及啓発及び相談・助言事業 
 
  ① 浄化槽知識の理解の促進 

ア．広報・展示 

      浄化槽の普及、法定検査の受検促進等について、新聞掲載、ホームページ等によ

り県民等に情報を提供しました。 

      また、県及び市町村が主催するイベントに参加し、パンフレットの配布や実物大

の浄化槽カットモデルの展示を通して、広く県民に対し浄化槽の正しい使い方等に

ついて広報に努めました。 
 

イベント名 月 日 開催場所 

水戸市環境フェア 6.4 三の丸庁舎広場 

霞ヶ浦環境科学センター夏まつり 8.26 霞ヶ浦環境科学センター 

鉾田うまかっぺフェスタ 10.8～9 鹿島灘海浜公園 

かみすフェスタ 10.14～15 神栖市文化センター、市民体育館周辺

鹿嶋まつり 10.21～22 カシマスポーツセンター周辺 

グリーンフェスティバル 10.22 霞ヶ浦総合公園 

行方ふれあいまつり 11.11～12 霞ヶ浦ふれあいランド 

水環境学習セミナー 2.13 つくば国際会議場 

 

イ．普及啓発物品の配布 

       新規の浄化槽設置者及び未管理・未検査浄化槽設置者を対象に、県民センター、

市町村、会員の協力を得てパンフレット等を配布し、浄化槽の普及促進、法定検査

の受検率の向上に努めました。 

ウ．関係行政機関との連携 

      市町村で構成される「茨城県浄化槽普及推進市町村協議会」の研修会等に参加し、

浄化槽行政担当者との意見交換を行ないました。 

 

② 水質保全監視員の活動支援 

     県章を記載した監視員用の名刺、監視員用の上着等の配布を行ない、県から協会会

員へ委嘱された水質保全監視員（４０名）による浄化槽の設置及び維持管理に関する

指導・助言、法定検査の受検指導等の活動を支援しました。 

 

  ③ 浄化槽に関する相談事業 

    浄化槽工事業・保守点検業の登録申請等に関する相談や、一般住民等からの浄化槽

に関する相談及び質問に関する問合せに対応しました。 

 

（４）講習会・研修会実施事業 
 

① 浄化槽の保守点検に関する講習会 
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    「茨城県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例」に基づく講習会を、県と連携を

図りながら平成 29 年７月 24 日、27 日に開催し、209 名の浄化槽管理士に対し法令の

周知徹底や新技術の情報提供等を行いました。 

 

  ② 嘱託採水員講習会の開催 

     新 11 条検査体制を強化するために、新規の嘱託採水員講習会を 6 月 13 日、10 月

17 日、2月 20 日の３回開催し、計 39 名が受講しました。 

また、平成 29 年度中に委嘱期間が満了となる採水員に対しては、委嘱更新の講習

会を 5回開催し、111 名が受講しました。 

これらの結果、嘱託採水業者 276 社、嘱託採水員 709 名となりました。 

    

（５）浄化槽に関する調査研究事業 

指定検査機関としての専門知識・技術を活かし、公益財団法人日本環境整備教育セン

ターからの受託事業である全浄協（全国浄化槽推進市町村協議会）登録浄化槽の機能を

確認するための実地調査を行いました。 

 

２．浄化槽機能保証制度事業（公２事業） 
 

 （１）保証登録申請受付件数 

    （一社）全国浄化槽団体連合会が実施する「浄化槽機能保証制度」に基づいて、浄

化槽工事業者からの保証登録申請の受付業務を行いました。平成29年度の総受付件数

は2,750件でした。 
 
（２）保証制度の普及啓発 

浄化槽に対する県民の信頼と安心を確保するため、全浄連で作成した「浄化槽機能

保証制度」のパンフレット等について頒布いたしました。 
 
３. 浄化槽設置届出書等諸用紙の販売事業（収益事業） 

昨年度に引き続き、各業務の円滑な推進を図るため法令及び県の浄化槽指導要綱等

により定められた浄化槽設置届出書、一括契約書（標準契約書）、保守点検記録票、

清掃記録票等の各種用紙等の印刷・販売を行いました。 

 

４. その他管理事業等 
 

（１）支部活動 

   法定検査未受検者に対し、浄化槽の保守点検等を実施する際に、受検案内を配布する

など県民センター等と連携を図りながら受検率向上の促進に努めました。 

 

（２）諸行事 

①協会の行事  
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    ア．理事会、委員会等 

        理事会・委員会の開催状況は、次のとおりです。 
 

   月 日        会   議   名      内    容 

4.25 総務財政委員会 定時社員総会議案書等 

5.19 理事会 定時社員総会議案書等 

5.25 法定検査運営委員会 平成29年度法定検査実施計画等

6. 8 法定検査推進委員会 平成29年度法定検査実施計画等

6.15 第5回定時社員総会 事業計画及び予算、決算等 

  9.21 理事会 常任委員会について 

 10.25 総務財政委員会 平成29年度上期決算等 

 10.30 法定検査推進委員会 平成29年度上期実績等 

11. 2   事業推進委員会 平成29年度上期実施状況等 

11. 6 法定検査運営委員会 平成29年度上期実績等 

11.29 理事会 平成29年度上期決算等 

2. 5 事業推進委員会 平成30年度事業計画等 

2.13 総務財政委員会 平成30年度予算・事業計画等 

  2.27 理事会 平成30年度予算・事業計画等 

 

イ．その他の行事 

      その他の参加行事は、次のとおりです。 
 

月 日 行   事   名 開 催 地 

6.23 指定検査機関関東甲信越ブロック協議会総会 東京八重洲ホール 

7.24 浄化槽の保守点検に関する講習会 市町村会館 

7.27 浄化槽の保守点検に関する講習会 県霞ヶ浦環境科学ｾﾝﾀｰ 

7.27 茨城県浄化槽普及推進市町村協議会研修会 ワークプラザ勝田 

10.10～11 第31回全国浄化槽技術研究集会 ホテルグランヴィア岡山

11. 1 世界湖沼会議プレ会議 つくば国際会議場 

11.10 浄化槽環境学習会 下稲吉小学校 

11.16 浄化槽環境学習会 霞ヶ浦南小学校 

11.16～17 指定検査機関関東甲信越ブロック協議会研修

会・交流会 

ホテルメルパルク横浜 

1.24 茨城県浄化槽普及推進市町村協議会研修会 ワークプラザ勝田 

1.25 設備業六団体合同新春の集い 三の丸ホテル 

   2.19 浄化槽の法定検査に関する全国会議 日本環境整備教育ｾﾝﾀｰ 

 

②全浄連関係行事ヘの参加 

    （一社）全国浄化槽団体連合会の活動への参加状況は、次のとおりです。 
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   月 日   行   事   名    出  席  者  会   場  

5.10 全浄連関東地区協議会役員会 理事長、副理事長 ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾙ市ヶ谷

6.29 全浄連定時総会・理事会 理事長、副理事長他 ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ

9.13～14 全浄連関東地区協議会生活排水

対策特別研修会 

理事長、副理事長他 ホテル天坊 

9.25 第1回機能保証制度委員会 理事長 全浄連会議室 

10.2 第31回全国浄化槽大会 理事長、副理事長他 ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ

2.28 全浄連会員団体事務局長等会議 専務理事 ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾙ市ヶ谷

3.22 全浄連理事会 理事長 ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾙ市ヶ谷

 

（３）会員の状況 

     平成 30年 3月 31日現在における会員数は 425社（法人 355社、個人 70名）

であり、会員の業種別構成は次のとおりです。  
  

       業   種   区   分     会員数（社） うち新規入会者数（社） 

   製   造  0  

   施   工  154 3 

  保守点検 52  

   清   掃  8     

   施  工・保守点検 99       1 

   保守点検・清 掃  78      1 

   施  工・保守点検・清 掃  18  

   製 造・施 工・保守点検 5  

   製 造・施 工 4  

  その他 7         

  425 5 

 

（新規入会者一覧） 

NO    事  業  所  名  代表者氏名  所   在   地   業種区分 

1 有限会社磯原清掃サービス 福田  聡 北茨城市磯原町上相田845-12 保守点検・清掃 

2 有限会社クリエイト 深作 和則 鉾田市波上1663 施工 

3 株式会社アクアサービス 石津 光一 土浦市荒川沖61-7 施工 

4 アメニティ・ライフ 長谷川一英
龍ヶ崎市横町4235 

長谷川ビル102 
施工 

5 株式会社ＷＰＳ 伊澤 寿人
結城市結城9864-6  

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰ102 
施工・保守点検 
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事業報告の附属明細書 

 
 

 

 

   一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第34条第3項に規定されて

いる「事業報告の附属明細書」に記載すべき重要な事項はない。 
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　　　 第2号議案  平成29年度収支決算報告に関する件　　

(単位：円)
当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部  
1　流動資産

現金預金 80,917,562 67,213,613 13,703,949
未収金 57,734,431 55,420,417 2,314,014
貯蔵品 276,988 330,875 △ 53,887

38,880 38,880 0
流動資産合計 138,967,861 123,003,785 15,964,076

2　固定資産
(1)特定資産

退職給付引当資産 73,505,882 88,624,940 △ 15,119,058
減価償却引当資産 61,294,201 60,557,201 737,000
財政調整積立資産 45,055,566 55,054,032 △ 9,998,466

特定資産合計 179,855,649 204,236,173 △ 24,380,524
(2)その他固定資産

建　物 56,571,199 58,521,420 △ 1,950,221
27,621,585 31,634,640 △ 4,013,055

958,464 1,198,080 △ 239,616
什器備品 1,237,228 1,371,184 △ 133,956
土　地 72,849,824 72,849,824 0

33,925,392 25,993,008 7,932,384
3,736,985 5,512,194 △ 1,775,209

216,000 216,000 0
90,000 90,000 0

その他の固定資産合計 197,206,677 197,386,350 △ 179,673
固定資産合計 377,062,326 401,622,523 △ 24,560,197

516,030,187 524,626,308 △ 8,596,121

Ⅱ　負債の部
1　流動負債

未払金 59,760,150 42,516,756 17,243,394
前受金 272,980 361,080 △ 88,100

57,864,661 57,652,745 211,916
7,333,500 6,116,000 1,217,500

預り金 2,451,073 2,372,019 79,054
仮受金 258,000 228,500 29,500
未払法人税等 304,100 233,300 70,800
未払消費税等 222,700 698,000 △ 475,300

11,484,000 11,484,000 0
流動負債合計 139,951,164 121,662,400 18,288,764

2　固定負債
103,110,000 114,594,000 △ 11,484,000

退職給付引当金 73,505,882 88,624,940 △ 15,119,058
34,328,880 26,032,752 8,296,128

固定負債合計 210,944,762 229,251,692 △ 18,306,930
350,895,926 350,914,092 △ 18,166

Ⅲ　正味財産の部
1　指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
2　一般正味財産 165,134,261 173,712,216 △ 8,577,955

(うち特定資産への充当額) (106,349,767) (115,611,233) （△9,261,466）

165,134,261 173,712,216 △ 8,577,955
516,030,187 524,626,308 △ 8,596,121

ソフトウエア

貸 借 対 照 表
平成30年3月31日現在

科　　　　目

リース資産

前払費用

建物附属設備
構築物

長期借入金

1年内返済予定長期借入金

リース債務

負　　債　　合　　計

正 味 財 産 合 計
負債及び正味財産合計

敷　金
電話加入権

資　　産　　合　　計

前受金(７条）
前受金(一括契約）
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（単位：円）
当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(１)  経常収益

10,995 22,721 △ 11,726
特定資産受取利息 10,995 22,721 △ 11,726

100,000 20,000 80,000
会員入会金 100,000 20,000 80,000

5,100,000 5,184,000 △ 84,000
正会員受取会費 5,100,000 5,184,000 △ 84,000

512,383,625 510,656,063 1,727,562
７条検査手数料収益 39,395,500 42,133,000 △ 2,737,500
11条検査手数料収益 235,214,500 218,497,000 16,717,500
新11条検査手数料収益 219,420,000 228,586,500 △ 9,166,500
物品配布事業収益 3,816,170 3,406,900 409,270
機能保証手数料収益 11,195,000 10,784,000 411,000
講習会事業収益 1,608,500 3,231,306 △ 1,622,806
県事務受託等収益 1,182,600 1,185,840 △ 3,240
実地調査等受託収益 551,355 2,831,517 △ 2,280,162

4,185,489 2,498,588 1,686,901
受取利息 578 797 △ 219
受取利子補給金 631,920 1,088,556 △ 456,636
雑収益 3,552,991 1,409,235 2,143,756

521,780,109 518,381,372 3,398,737
(２)  経常費用

525,356,580 512,331,789 13,024,791
役員報酬 6,059,588 6,479,542 △ 419,954
給料手当 250,736,402 243,584,909 7,151,493
退職給付費用 13,778,496 10,476,444 3,302,052
法定福利厚生費 39,664,632 38,657,416 1,007,216
福利厚生費 2,432,212 3,319,664 △ 887,452
会議費 210,297 822,226 △ 611,929
旅費交通費 7,049,140 7,981,940 △ 932,800
通信費 22,136,461 21,170,990 965,471
運搬費 7,061,578 6,297,817 763,761
車輌費 22,687,133 21,518,281 1,168,852
減価償却費 23,255,790 20,670,676 2,585,114
事務消耗品費 574,946 767,596 △ 192,650
消耗品費 5,296,896 4,042,641 1,254,255
交際費 173,844 126,757 47,087
修繕費 1,668,098 325,665 1,342,433
印刷製本費 8,488,350 8,422,971 65,379
広告宣伝費 1,046,244 1,582,110 △ 535,866
水道光熱費 5,303,248 4,630,516 672,732
賃借料 3,950,021 4,072,725 △ 122,704
保険料 197,864 219,191 △ 21,327
委託報酬費 85,255,641 87,082,203 △ 1,826,562
諸会費 906,000 956,000 △ 50,000
租税公課 2,909,494 3,045,144 △ 135,650
保証登録料 2,129,600 2,034,000 95,600
支払手数料 7,036,610 7,025,264 11,346
貸倒損失 1,754,500 2,901,000 △ 1,146,500
支払利息 2,457,242 2,692,610 △ 235,368
雑費 1,136,253 1,425,491 △ 289,238

雑収益

経常収益計

事業費

正 味 財 産 増 減 計 算 書

科                 目

特定資産運用益

受取入会金

受取会費

事業収益

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで
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当年度 前年度 増　減
4,697,384 4,427,308 270,076

役員報酬 433,598 438,698 △ 5,100
給料手当 501,455 486,963 14,492
退職給付費用 27,611 20,994 6,617
法定福利厚生費 79,488 77,469 2,019
福利厚生費 108,903 23,443 85,460
会議費 307,231 206,743 100,488
旅費交通費 984,302 680,806 303,496
通信費 207,476 152,835 54,641
運搬費 0 1,350 △ 1,350
車輌費 701 699 2
減価償却費 12,123 13,708 △ 1,585
事務消耗品費 4,861 24,052 △ 19,191
消耗品費 69,849 37,419 32,430
交際費 370,365 540,616 △ 170,251
修繕費 2,446 173 2,273
災害見舞金 0 50,000 △ 50,000
印刷製本費 170,170 92,764 77,406
広告宣伝費 92 44,864 △ 44,772
水道光熱費 10,088 8,732 1,356
賃借料 14,135 52,620 △ 38,485
保険料 80,396 80,439 △ 43
委託報酬費 827,609 852,249 △ 24,640
諸会費 270,400 270,400 0
租税公課 12,721 13,755 △ 1,034
支払手数料 43,367 46,566 △ 3,199
支払利息 4,550 4,989 △ 439
雑費 153,447 203,962 △ 50,515

経常費用合計 530,053,964 516,759,097 13,294,867
評価損益調整前当期増減額 △ 8,273,855 1,622,275 △ 9,896,130
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 △ 8,273,855 1,622,275 △ 9,896,130

２．経常外増減の部
(１)  経常外収益
経常外収益計 0 0 0

(２)  経常外費用
法人税、住民税及び事業税 304,100 233,300 70,800

法人税、住民税及び事業税 304,100 233,300 70,800
経常外費用計 304,100 233,300 70,800

当期経常外増減額 △ 304,100 △ 233,300 △ 70,800
当期一般正味財産増減額 △ 8,577,955 1,388,975 △ 9,966,930
一般正味財産期首残高 173,712,216 172,323,241 1,388,975
一般正味財産期末残高 165,134,261 173,712,216 △ 8,577,955

Ⅱ  指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 165,134,261 173,712,216 △ 8,577,955

管理費
科                 目
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　　         　　　　　　   額に相当する金額を計上している。

４．担保に供している資産
　　　担保に供している資産は、次のとおりである。
　　　　建物54,841,722円（帳簿価額）建物附属設備23,805,560円（帳簿価額）

合      計 179,855,649 0 (106,349,767) （73,505,882)

0 (73,505,882)

合      計 204,236,173 29,808,241 54,188,765 179,855,649

財務諸表に対する注記

  財政調整積立資産 45,055,566 0 (45,055,566) 0
  減価償却引当資産 61,294,201 0 (61,294,201) 0

特定資産
  退職給付引当資産 73,505,882 0

  減価償却引当資産 60,557,201 2,000,600

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科      目 当期末残高
(うち指定正味財(うち一般正味財 (うち負債に
産からの充当額)産からの充当額)

1,263,600 61,294,201

対応する額)

  財政調整積立資産 55,054,032 14,001,534 24,000,000 45,055,566

  退職給付引当資産 88,624,940 13,806,107 28,925,165 73,505,882

　　　　土地72,849,824円（帳簿価額）は、長期借入金114,594千円の担保に供している。

 (3)  引当金の計上基準

１．重要な会計方針

 (1)  棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 　貯蔵品・・・最終仕入原価法によっている。

 (2)  固定資産の減価償却の方法
　 　建物（建物附属設備を除く）及びソフトウエア・・・定額法によっている。
　 　その他の減価償却資産・・・定率法によっている。
　　 リース資産

　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　 　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　 　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　 　退職給付引当金・・・職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給

(単位：円)

 (4)  消費税等の会計処理
　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

特定資産

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残額は、次のとおりである。

(単位：円)
科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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（1）引当金の明細

構築物 2,160,000 1,201,536 958,464

一般社団法人
全国浄化槽団体連合会

水環境保全助成金 0 146,600 146,600 0

当期末残高補助金等の名称

0

150,000

（職員2名退職）

13,806,107 28,925,165

当期減少額

73,505,882

科　目 期首残高 当期増加額

退職給付引当金 88,624,940

期末残高
目的使用 その他

0 150,000

貸借対照表上
の記載区分

７．その他

(単位：円)

0

合　　　計 0 296,600 296,600 0

浄化槽機能維持安定化
助成金

一般社団法人
全国浄化槽団体連合会

　　　　　　什器備品・・・自動BOD測定装置、洗浄機、サーバ、コンピュータ等である。

（2）リース取引関係
　　　ファイナンス・リース取引
　　　　①所有権移転ファイナンス・リース取引
　　　　　【リース資産の内容】

　　　　　　　ソフトウエア・・・公益事業における検査システムである。

　　　　②所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　　【リース資産の内容】

　　　　　　その他固定資産

　　　　　　その他固定資産

建      物 65,007,375 8,436,176 56,571,199
27,621,585建物附属設備 49,194,651 21,573,066

什器備品 39,007,171 37,769,943 1,237,228
リース資産 114,337,980 80,412,588 33,925,392

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
    　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

ソフトウエア 17,127,090 3,736,985

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

13,390,105

(単位：円)

　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

合   計 286,834,267 162,783,414 124,050,853
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    引当金の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

附　属　明　細　書

１．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細
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　常陽銀行県庁支店

検査用駐車場整備

水戸市吉沢町650-1
290.30㎡

197,206,677

516,030,187

＜その他固定資産計＞
   固定資産合計

3,645,618

7,128

3,016

10,008,977

216,000

33,925,392

14,966,640

578,880

17,823,456

208,872

電気設備工事他

  建物附属設備 恒温室用電気設備工事他

＜建物附属設備計＞

（共用財産）

構築物 公益目的保有財産（公1事業）

公益目的保有財産（公1事業）

全自動洗浄機 公益目的保有財産（公1事業）

＜リース資産計＞

    什器備品

　商工組合中央金庫水戸支店 　同　上
79,649,240
3,231,632    

    

      検査手数料 ７条・11条・新11条検査手数料 56,325,281

＜預金計＞
  未収金

  会費 公益社団法人茨城県水質保全協会 平成29年度分未収会費 12,000

      筑波銀行石川町支店 　同　上 97,093
      ゆうちょ銀行 運転資金として 4,615,578

    普通預金   常陽銀行水戸市役所支店 運転資金として 56,490,006
      常陽銀行県庁支店 浄化槽法定検査手数料振込口座として 15,214,931

（共用財産）会計・給与ソフト他

リース資産

財　 産 　目　 録

（単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金   額

(流動資産）

平成30年3月31日現在

  現金 手元保管（本部） 運転資金として 953,322

      事務受託料 県受託事業 浄化槽維持管理促進事業 1,182,600

うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％

減価償却引当資産 普通預金 運用益を公益目的事業の財源としている。 61,294,201
  

検査器具・水質分析機器等

1,729,477

    新業務管理システムソフト等 公益目的保有財産（公1事業）

パソコン他

  実地調査等 公益財団法人日本環境整備教育ｾﾝﾀｰ 実地調査委託料
92,960

  

  

  
職員の定期代

特定資産 退職給付引当資産 定期預金 職員の退職金支払いの財源として積み立て
　常陽銀行水戸市役所支店

57,734,431

276,988

121,590

  

土　地 2317.15㎡

    　物品配布 用紙販売料

水戸市吉沢町650-1
（共用財産）
うち公益目的保有財産96.7％

  ＜未収金計＞

   流動資産合計
(固定資産）

貯蔵品 用紙販売等

  

  財政調整積立資産 定期預金
    

事務所　1568.59㎡

建物

普通預金

179,855,649＜特定資産計＞
45,055,566

　常陽銀行県庁支店

その他

うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％

恒温室
固定資産

＜財政調整積立資金計＞

公益目的保有財産（公1事業）

27,621,585

958,464

公益目的保有財産（公1事業）

60,767,099

うち公益目的保有財産96.7％

1,237,228

316,413
10,798

新業務管理システム

敷金 県西検査センター賃借等

休日対応型自動ＢＯＤ測定装置

うち公益目的保有財産96.7％

新業務管理システム機器 公益目的保有財産（公1事業）

（共用財産）

ソフトウエア

うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％

＜ソフトウエア計＞

うち公益目的保有財産96.7％

電話加入権

＜電話加入権計＞

     資産合計

73,505,882

水戸市吉沢町643-25,-26,-27
649-2

公益目的保有財産（公1事業）

（共用財産）

（共用財産）

　同　上
　常陽銀行水戸市役所支店

＜建物計＞ 56,571,199

53,031,945

公益目的保有財産（公1事業）

138,967,861

38,880

2,776,875

ている。

公益目的保有財産（公1事業）

運用益を公益目的事業の財源としている。 13,021,526

1,809,777

うち公益目的保有財産96.7％

　同　上（県西検査センター） 　同　上
＜現金計＞

＜什器備品計＞

うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％
24,024,834

819,876

うち公益目的保有財産96.7％
うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％

910,017

前払費用 その他

32,034,040

377,062,326

90,000

315,000
1,268,322

うち公益目的保有財産
うち引当資産
うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産

192,482,334
179,855,649

4,724,343

公益目的保有財産（公1事業）

うち管理目的及び収益事業等の財源として使用する財産3.3％

＜土地計＞ 72,849,824

556,416

3,736,985

2,073,748

88,351
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7,333,500

機能保証手数料

商工組合中央金庫水戸支店 事務所、駐車場土地購入資金

73,505,882

2,445,343

222,700

258,000

304,100

11,484,000

5,730
2,451,073

103,110,000

8,228,759
嘱託採水 新11条検査委託業務手数料

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

  未払金
(流動負債）

553,494

12,423,024

2,430,425

金     額

＜リース債務計＞ 34,328,880
15,562,800
18,766,080

139,951,164
(固定負債）

長期借入金 商工組合中央金庫水戸支店 事務所、駐車場土地購入資金

     正味財産 165,134,261

   固定負債合計 210,944,762
     負債合計 350,895,926

前受金 11条検査業務手数料

未払法人税等 平成29年度法人税、住民税及び事業税

職員の退職金支払いに備えたもの

1年内返済予定長期借入金

一般社団法人全国浄化槽団体連合会 管理士講習会願書代
＜預り金計＞

㈱常陽リース 休日対応型自動BOD測定装置、洗浄機

職員に対するもの

＜未払金計＞

職員健康保険料等預り預り金 給料

未払消費税等 平成29年度消費税等確定申告納付額

仮受金 11条検査業務手数料

   流動負債合計

退職給付引当金

リース債務 JECC㈱ 新業務管理システム及び機器
  

前受金（７条） 7条検査手数料

職員 3月分給料（3/16～3/31）

職員 職員2名退職 28,925,165

525,312㈱ケーシーエス 新業務システム、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ,PCA給与・会計運用保守他

日本年金機構 2月分社会保険料 4,935,819
1,041,336

696,816
㈱ニッセイコム
ヤマト運輸㈱

新業務システム機器保守運用費用
採水他運賃

＜前受金計＞

トヨタファイナンス㈱ 検査車輌ガソリン代

前受金（一括契約） 一括契約検査手数料

諸経費 3月分諸経費
59,760,150

272,980

57,864,661

211,980
61,000
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